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収用委員会に提出された水口憲也氏の意見書に示されている見解について、意見書を提出します。　　 　　　

　　　「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本一規

水口憲也氏の見解についての意見書
　水口憲也氏から収用委員会に意見書が提出され、7月25日収用委員会において陳述も行なわれた。

しかし、水口氏は、漁業法についても、漁民の権利と埋立・ダムの関係についても、多くの誤解をしている。また、定義の明確でない概念を用いたり、概念を誤用したり、論理や根拠なしに結論だけを述べたりしている。そのうえ、そもそも本件のテーマである共同漁業権の帰属についても、社員権説、それも支離滅裂な社員権説を述べている。

１．曖昧な概念や概念の誤用

水口氏は、至るところで定義の明確でない曖昧な概念を用いている。例えば、「漁民集団」という概念は、いきなり「2つの漁民集団」(１頁下から２行め)という表現で登場し、その後、「組合管理漁業権を有しない漁協の漁民集団」(２頁1行め)、「埋立同意を決定する漁民集団の同意の割合」(２頁16行目)、「四つの漁民集団」(２頁最下行)などと、意見書の中で度々使われている。しかし、漁民集団の定義はどこにもなされていないので、それがいかなる集団を意味するのか、二人以上集まれば漁民集団になるのか、同一漁種のグループなのか等、一切が全くわからない。

同様に、定義がなく、意味不明な概念として、「漁民集会」がある。それが漁協総会と同じなのか否か、異なるとすればいかに異なるのか、全く不明である。

概念の誤用もある。例えば、氏は「許可漁業の漁業行使権者」(3頁3行目)という表現をしているが、「漁業行使権」とは、漁業法８条の「関係組合員の共同漁業を営む権利」を意味する概念として通常用いられており、「許可漁業を営む権利」について用いられることはない。概念を定義抜きに平気で用いているため、概念の誤用が生まれるのは当然である。

２．論理・根拠の欠如

　水口氏は、しばしば、根拠や論理を示すことなく、結論だけを述べる。例えば、「特に埋立同意を決定する漁民集団の同意の割合は２分の１以上でよいという考えから全員というものまで幅広いが、筆者は３分の２以上という考えを取る」(２頁16行目)と述べるが、その根拠は全く不明である。なぜ3分の2以上なのか、水協法50条の特別決議が出席正組合員の3分の2以上の賛成を要するからなのか、単に諸説の平均値を取ったからなのか、「埋立同意を決定する漁民集団」とは正組合員集団を意味するのかなど、やはり一切が全くわからない。

３．漁業法の無理解

　水口氏は、漁業法も理解していない。その証拠に、漁業法を理解するうえで最も重要なキーワードである「関係地区」、「関係組合員」、「関係漁民」という用語が、氏の文章には全く登場しない。

　漁業法14条11項の「員外者の保護」も全く理解していない。３頁に①～④として分類してある漁民集団に「非組合員であって第５種共同漁業を営む者」が含まれていないが、それを含めないことは、組合に属さない関係漁民が第５種共同漁業を営めることを規定した14条11項を理解していれば、あり得ないことである。

　また、漁業権放棄決議と埋立同意決議との区別はできているものの、埋立に際して漁業権放棄決議が必要であるとの誤解をしている。私の４月28日意見書に述べたように、埋立・ダムと漁業法・水協法は何の関係もないのである。

４．漁民の権利と埋立との関係も論理不明

　水口氏は、「組合管理漁業権について総会における3分の2以上の放棄決議と、漁民集会における3分の2以上の埋立に関する同意が得られている場合には、一組合員が不本意であるとしても同意そのものや組合総会の放棄決議を覆すことはできない」(2頁21行め)と述べる。「総会における3分の2以上の放棄決議」とは水協法50条に基づく特別決議を意味しているのであろうから、埋立同意について、漁協という法人が意思決定できるとの見解を持っていることになる。他方、「漁民集会における3分の2以上の埋立に関する同意」とも述べているから、漁民集団が意思決定できるとの見解を持っていることになるが、その漁民集団とは何なのか、漁民集団の定義がないので全くわからない。漁民集会について、「実態としては、漁協総会がその役割を果たしている」(２頁17行め)と述べているが、合併漁協においてもそうなのか、関係漁民を一人しか含まない漁協でもそうなのか、漁民集団や漁民集会の定義がないうえに根拠も示されていないので全くわからない。「一組合員が不本意であるとしても同意そのものや組合総会の放棄決議を覆すことはできない」にしても、では2名の組合員が不本意な場合にはどうなるのか、10名ではどうなるのか、100名ではどうなるのか、３分の１に一名足りない場合にはどうなるのか等々も、一切不明である。

　また、水口氏は、「球磨川漁協の組合員であってウナギシラス採捕に関する許可漁業の漁業行使権者」も「被収用者適格を有する」と述べる(３頁25行め)が、添付資料４によれば、シラスウナギの採捕区域は「球磨川遥拝堰より下流」(八代市)であり、裁決申請書の収用・使用区域(五木村・相良村)よりもはるかに下流である。然るに、何故シラスウナギ採捕者が「被収用者適格を有する」のか、全くわけがわからない。

５．支離滅裂な社員権説

　水口氏は、「球磨川漁協においては、川辺川ダム建設に関して上記のような特別決議が行なわれておらず、またダム建設に関する同意とそれに対する補償についての同意決議も行なわれていない。それゆえ、①の組合員であって第５種共同漁業権の漁業行使権である漁民集団はこれまで述べてきた事例や判決に照らして被収用者適格を確実に有している」(３頁20行め)と述べる。言いかえれば、「ダム同意を与え、補償をもらう共同漁業権者は漁協であり、漁協が特別決議でダム同意や補償契約締結を決められるが、特別決議があげられていない場合には、『第５種共同漁業権の漁業行使権者である漁民集団』が権利者である」と述べているに等しい。

「ダム同意を与え、補償をもらう共同漁業権者は漁協であり、漁協が特別決議でダム同意や補償契約締結を決められる」としているから、これは社員権説にほかならない。氏の文書には、「総有」や「入会権的権利」や「入会集団」・「関係組合員集団」・「関係漁民集団」など総有説を意味する用語が一言も登場しないことも、社員権説であることを裏付ける。

ただし、同時に、「特別決議があげられていない場合には、『第５種共同漁業権の漁業行使権者である漁民集団』が権利者である」と述べているから、社員権説といっても、「特別決議がなければ、権利者は漁協でなく漁民集団である」とする、支離滅裂な社員権説である。「特別決議の有無で権利者が変わる」などというのは、前代未聞の不可思議な見解である。

　以上のように、水口氏は、漁業法や漁民の権利と埋立との関係についての理解を欠いており、およそ共同漁業権の帰属について語る資格などない。そればかりか、概念を定義なしで用い、概念の誤用も行い、論理・根拠も示さない水口氏の文章は、およそ意見書や論文と呼べるようなものではなく、単に判例や事例を羅列した、小学生の作文程度のものでしかない。氏が20年以上の長期間に渡って漁業権に関する判例を集めておられることは承知しているが、論理・根拠の検討を欠き、正しい判例も誤った判例も集める単なるコレクションによって漁業法が理解できるはずがない。むしろ、混乱と誤解を増幅させるだけである。そのことを氏自身が自ら証明している。

「総有説を主張する」と称している側がこのような支離滅裂な社員権説の文書を提出すること自体、全くの愚行というほかはない。

